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【要旨】 
近年，地球規模気候変動等に起因する台風や集中豪雨による洪水が頻発し，治水安全性の確保に関し，河道及

び治水施設のみによる対策から氾濫原をどのように管理していくかが求められている．このためには，治水投資

の効率的使用，氾濫原の土地利用，氾濫原が有する環境価値の総合的な評価が必要である．本研究では，経済発

展を説明する氾濫原管理指標を検討するために，土地利用ポテンシャルモデル及び経済効果計測モデルからなる

2 段階モデルを石狩川流域に適用し，同モデルの有効性を確認した．また，検討結果を石狩川流域の自治体毎に

分析したところ，経済効果を説明する指標として「土地利用タイプ」と「治水事業効果」が重要であることがわ

かり，これら 2 つの指標が氾濫原管理の指標としても重要であることが推測された． 
キーワード：氾濫原管理，2 段階モデル，指標，土地利用タイプ，治水事業効果，石狩川流域 

 
 

1．はじめに 
近年，地球規模気候変動に起因する台風や集中豪雨

などによる豪雨災害が増加，頻発しており，河川の洪

水氾濫による大規模な水害の発生が懸念されている．

これまでの治水の概念は，降雨量に対して流出した流

量を河道及び治水施設により処理すること及び流出自

体を調節削減することが中心であった．しかしながら，

洪水の氾濫による大規模災害が懸念される中，治水施

設だけでは洪水災害リスクを全て取り除くことは不可

能なため，氾濫した場合でも被害を最小限に抑える対

策，すなわち氾濫原マネジメントの概念が徐々に浸透

し始めている．また，これまでの治水整備及び国土開

発により喪失された氾濫原が有していた環境生態系の

回復に対する要望も高まっており，現状の氾濫原の保

全並びに喪失された氾濫原環境の復元も重要な課題と

なっている． 
2009 年度（平成 21 年度）の本研究では，国内外に

おける氾濫原管理の事例収集と問題点の抽出整理を行

うとともに，氾濫原への治水投資にかかる評価指標開

発のために大規模インフラ整備の評価手法・指標の事

例収集と氾濫原管理への適用可能性について検討した． 

さらに，氾濫原の適切な利用管理並びに環境保全に

関する課題としては，堤防強化技術開発とその実施，

土地利用制限や避難計画等のソフト対策，氾濫原の環

境評価，合意形成，その他気象や水理観測の精度など

が挙げられた． 

また，評価方法及び指標の開発に関しては，治水事

業が相当期間要し効果も長期，多岐にわることから，

経年的効果や分野間の効果計測が可能なマクロ計量モ

デルや統計的分析が有利であることが明らかになった． 

本研究では，石狩川流域をモデル地区として，明治

の北海道開拓以後同地域における治水事業について氾

濫原管理という観点から効果の分析を行い，氾濫原管

理の実施手法とその評価方法及び指標の開発に向けて

検討することを目的とする． 

 
2．石狩川流域発展と治水事業 
2.1 北海道開発の変遷 
石狩川の治水事業について述べる前に，その背景

となる北海道開発について概観する．北海道は，明

治２年の開拓使の設置以降，明治 19 年の北海道庁

の開庁，昭和 25 年の北海道開発庁の設置を経て，

戦後の国民経済の復興と発展に大きな役割を果た

し，今日まで120年余を経過した．この間の開発に

より，約85,000k㎡の国土を開発し，明治２年にわ

ずか５万人余であった人口は現在約 550 万人と約

100倍に達している． 
北海道開発の重点からみると，大きく２つの時代に

区分される．すなわち昭和30年くらいまでは食糧増産，

農業開発に重点を置いた時代，その後は製造業を含め

た産業開発や都市整備などに重点が置かれた時代であ

る． 
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 この間治水事業の役割も，時代の要請に応えて変化

してきている．氾濫原の未墾地の開発を促進し新規農

地の拡大に貢献する役割から始まり，次第に既墾地に

おける農地改良の支援，水田の拡大など農業生産力の

増大や既墾地の防護の役割が比重を増した． 

 また，都市の発達により氾濫原における資産が増大

し，治水事業の役割も市街地の防護の役割が大きな比

重を占めるようになり，さらに進行した都市への人口

等の急速な集中のもと増大する都市用水や電力需要に

対応した安定的水資源の確保が重要な役割となってい

った． 

2.2 石狩川の治水事業 
石狩川流域には開拓史が置かれた道都札幌があり，

中流域には開拓ポテンシャルをもった広大な氾濫原を

抱えていた．このことから，北海道における計画的な

大規模治水事業は石狩川から開始された． 
まず明治43年からの第１期工事として，河口～江別

間の捷水路工事と札幌市，滝川市等の堤防工事を実施

し，夕張川，豊平川の新水路への切替を完成した． 

次いで昭和9 年からの第２期工事では，江別～月形

間の捷水路工事と美唄川の新水路工事に着手し，捷水

路工事は昭和17 年に通水をみた． 

昭和27 年から第１次治水５箇年計画において，石

狩川本川の捷水路，浚渫工事を進めるとともに，中流

部から築堤工事も進め，一方支川でも豊平川の築堤，

雨竜川の新水路掘削等が進められた．ダム事業として

は，桂沢ダム（昭和32 年竣工），金山ダム（昭和42 年

竣工）を行い，主要工事では篠津地域開発のための石

狩川頭首工が昭和38 年竣工した． 

昭和36 年7 月，昭和37 年8 月と2 年連続の大洪水

の生起をみたので，昭和39 年に新河川法が制定される

に伴って，昭和40年には石狩川水系工事実施基本計画

を策定し，これに基づいて改修工事を進めた． 

本川では最後の捷水路（砂川）が昭和44 年通水し，

本支川の築堤も暫定的ながら連続したが，昭和50 年8 

月，続いて昭和56 年8 月に大洪水が発生した．この洪

水は降雨量，流出量とも計画を大きく超え，治水安全

度の一層の向上を促すとともに，内水対策の必要性を

認識させるものとなった． 

このため，昭和54年に札幌市北部において総合治水

事業に着手し，昭和57年には石狩川水系工事実施基本

計画を改定し計画高水流量を大きくした．また，平成9 

年の河川法改正に伴って，環境が目的として位置づけ

られ，多自然かわづくり等の環境に配慮した事業も行

われ現在に至っている．（参考1） 

表-1 石狩川治水事業の経緯 

 

 

以上の石狩川治水事業の歴史的経緯から，治水事業の

背景・目的を以下のように整理した． 

a 戦前・戦中（明治43 年～昭和20 年ごろ） 

・ 石狩平野の氾濫防止と水位低下による，未開の農耕

地の開発 

b 戦後（昭和20 年～40年代） 

・ 更なる農地の拡大 

・ 堤防による都市地域や農地の洪水防御 

・ 水需要に対応したダム等による水源開発 

c 近年（昭和50年代以降） 

・ 流域貯留や遊水地等による流出抑制対策 

・ 環境に配慮した取組の推進 

2.3 石狩川治水事業の効果 

2.3.1 効果の推測 
社会資本整備効果の推測に関して，前研究では，時

間要素の入ったストック効果が考慮される分析が望ま

しいとされ，社会資本効果であるストック効果につい

てクロスセクション分析を行った都市圏分類に関する

研究（参考2）や，マクロ計量モデルを用いた社会資本

整備と地域経済に関する効果計測（参考3）がある． 

これらを参考にして，北海道開発の歴史的背景や石

狩川の治水事業史を踏まえ，石狩川治水事業の役割と

効果について次の通り推測した．なお，定量的効果と

しては，治水と利水を考慮することとする． 
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図-1 治水事業効果のプロセス 

 

石狩川の治水事業史を踏まえて，石狩川の治水事業

を以下の3 種に分類した． 

a 河道整備：洪水時の水位低下による氾濫防止と，平

常時の河川水位の低下による排水促進が目的であり，

石狩川においては捷水路，支川切替，河道掘削・浚渫

に大別される． 

b 堤防整備：洪水時の氾濫防止が目的であり，昭和30 

年代の連続堤の整備とそれ以降の堤防の嵩上げが含ま

れる． 

c 洪水調節施設整備：洪水時の河川流量の低減による

氾濫防止と水資源開発，電源開発が目的であり，多目

的ダム，遊水地整備等が含まれる． 

これらの治水事業とその直接効果・間接効果・波及

効果の関係を図示すると概ね以下と考えられる． 

 

 
図-2 治水事業効果のフロー図 

 
2.3.2直接効果 
石狩川治水事業による水位低下及び洪水氾濫減少

の効果を把握する． 

石狩川中下流の各観測所において，流量は経年的な

増加あるいは減少傾向は認められないが，水位は大き

くは低下傾向にある．石狩大橋，岩見沢大橋，月形橋

本町の各観測所では年最大水位が昭和20 年代にくら

べて概ね2～3m 程度低下し，豊平低渇水位も1m 以上低

下している．代表として中流部の橋本町観測所（新十

津川町）を図-3に示す．砂川捷水路が完成した昭和44 

年を境として，年最大水位，豊平低渇水位も大幅に低

下しているのが確認できる．S 

 

 
図-3 橋本町観測所水位と流量の経年変化 

 

次に，石狩川水系の代表洪水における氾濫面積を内

水氾濫，外水氾濫別に表に示す．明治37 年7 月洪水と

平成13 年9 月洪水とでは降雨量は同程度であるが，氾

濫面積は大きく減少していることがわかる（図-4）． 

表-2 石狩川洪水の氾濫面積 

 

図-4 浸水実績図（M37とH13） 

  
凡例 赤色：外水氾濫 青色：内水氾濫



戦-74 氾濫原管理と環境保全のあり方に関する研究 

- 4 - 

 

2.3.3 間接効果 
はじめに，農地開発への効果について述べる． 

石狩川の氾濫原野は，湿潤な泥炭地が広範に分布し，

土地利用の阻害要因となっていた．捷水路事業などの

治水事業により氾濫を防止し，河川水位を低下させた

ことで泥炭湿地の農耕地開発が進んだ．（図-5） 

図-5 土地利用図の比較（M30と S40） 

 

また，戦後は灌漑排水整備，ダム，揚水機などの新

しい水利技術の導入とともに，全国有数の水田地帯を

形成するに至った． 

 石狩川流域の農業用ダム（がんがいを目的とする多

目的ダムを含む）は64箇所（再整備され廃止されたも

のを含む）であり，有効貯水量は1,061百万m3である 

流域農地面積は，明治43年の約2,045k㎡から10年後

の大正9年には約3,063 k㎡に大きく拡大する．その後，

農地面積は減少するが，水田面積は増加し，明治43年

と昭和45年を比較すると農地面積約300 k㎡増，田約

700 k㎡増，畑約400 k㎡減である．新規農地の開発と

畑地からの転換で，北海道の水田面積の約６割を占め

る大水田地帯に変貌を遂げたことがわかる． 

次に都市発展への寄与について述べる．治水事業は，

捷水路や堤防の整備，多目的ダム開発などによる治水

安全度の向上の結果，水害の心配の少ない都市用地の

確保を容易にし，都市の発展に貢献した． 

図-6 に，昭和 35～55 年までの DID 地区の変遷と昭

和56年洪水の浸水区域図を示す．DID地区は概ね浸水

区域を避けて，治水安全度の高い場所に拡大している

ことがわかる． 

昭和 26 年以降の流域の宅地面積は一貫して増加し，

昭和 26 年～平成 17 年までに，約 350ｋ㎡増加，高度

経済成長期にあたる昭和40年代の伸びが顕著あり，こ

の10年間に約170ｋ㎡増加した． 

また，都市用水については，北海道の中心都市札幌

市において水道整備が始まるのは昭和9年のことであ

り，昭和26年の水道普及率は10%程度であった． 

 

 

図-6 DID地区の変遷とS56年洪水浸水実績 

その後，急速な都市化が進み，昭和 30 年代～40 年

代にかけて給水人口は急速に拡大し昭和 50 年には普

及率は約80%に達し，昭和60年には90%を超えている． 

戦後の多目的ダム建設は，このような都市用水の急

速な拡大に対応し，安定した都市用水の供給に大きく

貢献した．上水道の年間取水量は，ダム以外の水源か

らは，昭和 45 年以降概ね 100,000 千 m3の水準で推移

しているのに対し，ダム水源からの取水量は年々増加

し，平成17年には，昭和40年の約12.5倍の約230,000

千 m3に達している． 

ダム水源への依存率も昭和40年の約20%程度から昭

和50年には，約50%に達し平成７年以降は70%前後で

推移している． 

以上のように，この間の都市用水需要の増加分は，

ダムによる水源確保に大きく依存している． 

 間接効果の最後として，経済成長を支えた電源開発

について述べる． 
戦後の電力不足を解決するために，第１期北海道総

合開発計画（S26～36）において電源開発を重要課題と

して水力，火力の両面から積極的に進められた． 

電力需要の増大に対応し，昭和 55 年には，昭和 26

年の約１２倍にあたる4,612×103kw，平成17年には，

約 18 倍にあたる 7,044×103kw の電力供給が確保され

た．水力発電も昭和55年には，昭和26年の約4.5倍
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にあたる 1,156×103kw，平成 17 年には約 6 倍にあた

る1,521×103kwに達している． 

北海道の電源構成は，昭和26年水力が65%を占めた．

その後，高度経済成長に伴う電力需要の急増に対応す

るため，主体は火力へ移行し，水力の割合は昭和 40

年に 50%を切り，昭和 55 年頃には，20%台になり，現

在に至っているものの，地球環境問題に対応したクリ

ーンなエネルギー源として，期待が高まっている． 

石狩川水系においても水力発電所の最大出力は，平

成17年には，昭和26年の約3倍の438×103kwに増加

し，電力供給力増加に貢献した． 

2.3.4 波及効果 
  以上みてきたような直接効果及び間接効果により流

域の社会基盤が発達したことで，社会経済的な様々な

波及効果がもたらされたと考えられる．そのうち明確

なものとしては，人口や就業者数の増加，産業生産額

の増加などが挙げられる． 
 
3．治水事業の効果計測手法の検討 
3.1 効果計測シナリオ 
以上に述べた石狩川流域の歴史的経緯を踏まえ，治

水・水資源開発及び土地改良等の事業実施が，洪水氾

濫減少，農耕地面積増大，用水確保等に及ぼした効果

を整理する．その上で，各事業の効果として，各種産

業生産高増加，GDP増加などの経済効果について検討し，

治水事業に着目した流域発展のシナリオを作成する． 

【治水事業の実施とその直接的効果】 

治水事業の直接的効果は，洪水時および平常時の河

道水位の低下（洪水時および平常時の排水性の向上）

と，それらを通じた氾濫防御（氾濫面積の減少）とす

る． 

【治水事業の間接効果】 

間接効果として，泥炭地の排水条件の改善や農業用

水の確保と安定供給など農業開発ポテンシャルの向上，

治水安全度の向上による被災リスクの少ない土地の拡

大（土地の高度利用の基盤確保），都市用水・電力用

水の確保など都市開発ポテンシャルの向上である． 

これらの間接効果は，治水事業だけではなく，交通基

盤や農業基盤，都市基盤等の各種の基盤整備事業と相

乗的に効果を発現したと考えられるが，治水事業によ

る被災リスクの低減は，他事業実施の基盤を形成した

と考えられる． 

【治水事業の波及効果】 

治水事業の間接効果としてもたらされた農地，市街地

の拡大などは，流域内人口の増加，産業就業者数の増

加，産業生産額の増加などの波及効果をもたらしたと

考えられる． 

3.2 評価計測モデルの構築 
治水事業の直接効果及び間接効果に着眼し，治水安

全度及び用水供給を説明変数とし，治水事業以外の要

因による土地利用条件等も説明変数に加え，人口，農

業生産力，産業就業者数等の経済活動量を算出する土

地利用ポテンシャルモデルを構築した．さらに，前述

のモデルから導いた経済活動量から，GDP，産業別生

産額を算出する経済効果計測モデルを構築した．各モ

デルの構造は，3.1 で検討したシナリオより，定量化

かつ検証可能な効果プロセスを仮定して作成する．モ

デルの概念を図-7 に示す． 

 
図-7 治水事業効果計測モデルの概念図 

 
3.3 土地利用ポテンシャルモデル 
ここでは，分析手法として重回帰モデルを採用した

モデル構築を行う． 
重回帰分析とは，以下の式に示すように，ひとつの

結果を表す変数といくつかの要因を表す変数とを線形

式で結び，この式を用いて要因から結果を予測，また

は結果から要因を制御する手法である． 
 
結果＝要因１＋要因２＋･･･＋原因ｐ 
 
結果を表す変数を目的変量 y，原因を表す変数を説

明変量x1,x2,…xpと呼ぶ．この関係を1次式で表すと，

次のようになる． 
y＝b1x1＋b2x2＋b3x3  ････＋bｐxｐ＋b0 
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式中の b1，b2…bｐは，偏回帰係数（パラメータ）で，

定数項 b0とともに，最小二乗法で求めることができる． 
土地利用，治水事業等に関する各種説明変数を重回

帰分析した結果，図-8～15のとおりの結果を得た．な

お，いずれも有意水準5%における回帰式の有意性は確

認されている． 
 
 
 
 
 
 
 
 

図-8 人口の推計 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-9 2次産業従業者数の推計 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-10 ３次産業従業者数の推計 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-11 製造業従業者数の推計 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-12 商業従業者数の推計 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-13 水田面積の推計 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-14 畑地面積の推計 
 
3.4 経済効果計測モデル 
土地利用ポテンシャルモデルで求めた各推計量か

ら，同じく重回帰分析を用いて経済効果を算出するモ

デルを構築する．経済効果としては，3.1のシナリオを

踏まえて，農業生産額，商業販売額，工業生産額を求

めてからGDPを推計した．途中経過は省略するが農業

生産額については水田及び畑地面積より求めた収穫額

から算出し，商業販売額及び工業生産額はそれぞれの

就業者数から算出した． 
【農業生産額（万円）】＝0.09977×［水田収穫額(千円)］ 

+0.22048×［畑地収穫額(千円)］ 

【商業販売額（万円）】＝4968.40878×［商業従業者数(人)］ 

【工業生産額（万円）】＝1852.73831×［製造業従業者数（人）］ 

 
以上の説明変数を用いて重回帰分析を行い図-15の

結果を得た． 
 

 

R＝0.18366 

 

R＝0.10921 

 

R＝0.03015 

 

R＝0.06291 

 

R＝0.03186 

R＝0.71196 

 

R＝0.17621 
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図-15 GDPの推計 
 
4. 石狩川治水事業の効果計測 
治水事業着手前後における経済効果を比較することで

治水事業の効果を計測する． 
治水事業着手前は明治43年頃とし，治水安全度につ

いては当時の洪水記録から概ね治水安全度を5分の1と
設定して，想定浸水域（150年確率規模）に一律に与え

た．治水事業着手後は平成15年度とし，治水安全度に

ついては氾濫計算を行いメッシュ毎に治水安全度を設

定した．（図-16，17） 
メッシュ毎に治水事業有無の2ケースについて土地

利用ポテンシャルモデル及び経済効果計測モデルを適

用し治水事業の効果を算定した．このとき，治水事業

以外の条件は両ケースとも平成15年度の値とした． 
 

 
図-16 治水事業（治水安全度）のケース 

 

 

図-17 治水事業（用水供給）のケース 

 
治水事業有無の差分として算出された GDP 増加効

果は，流域全体で 2.1 兆円／年であり，現状の流域総

生産額 11 兆円の約 19％である．また，図-18 に示し

た市町村別の分布をみると，経済活動の中心である札

幌市，旭川市を中心として，岩見沢市，江別市等で主

に経済効果が発現しており，治水事業が経済活動に与

える効果の計測として，概ね妥当な結果が得られてい

ると考えられる． 

 
図-18 治水事業によるGDP増加効果 

 
5．氾濫原管理指標の検討 

4．の結果を氾濫原地域ごとに考察する．なお，地

域単位は自治体（市町村）とした． 
まず自治体を都市型と農業型に分類する（両方の特

徴を有する自治体もある）．都市型の自治体は GDP 値

が大きいのが特徴であり，札幌市，旭川市，岩見沢市

及び札幌圏の千歳市，恵庭市，江別市，石狩市，北広

島市などである．これらの自治体のうち治水事業によ

る GDP 増加効果としては，札幌市及び旭川市が突出

しており次に岩見沢市が高い．札幌市と旭川市は GDP
増加に対して商業販売額と工業生産額による寄与が大

きく，岩見沢市は農業生産額の寄与も比較的大きい．

対照的に札幌圏の自治体については，GDP 値は大き

いものの治水事業による増加効果は大きくない． 
次に，農業型の自治体を検証する．これら自治体は

都市型の自治体に比べて GDP 値や増加効果は小さい

ものの，農業生産額が増加効果に占める割合が大きい

のが特徴である．これら自治体のうち，比較的に治水

事業が多く投入された本川及び主要支川中下流の自治

体では概ね農業生産額の値に応じた GDP 増加効果が

見られ，特に深川市や長沼町では農業生産額の増加効

果も大きく，DGP 増加効果に大きく寄与している．

例外としては，富良野市，美瑛町などでは治水事業が

比較的投入されているものの，農業生産額の増加効果

 

R＝0.92780 
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は小さい． 
その他，幌加内町，上川町，夕張市など治水事業の

投入が少なかったと考えられる自治体では増加効果が

小さいことがわかる． 
 以上の特徴的な自治体について治水事業の投入有無

もあわせて整理すると表のようになる． 
 

表-3 自治体別の治水事業効果 
自治体名 型 GDP 治水事業の効果 治水事業の投入

札幌市，旭川市 都市 大 大 多 

岩見沢市 都市＋農業 中 中 多 

千歳市，恵庭市な
ど 

都市 中 小 多 

本川及び主要支川
の中下流自治体 

農業 小 小（農業生産高
なり） 

多 

富良野市，美瑛町
など 

農業 小 極小 多 

幌加内町，芦別市，
夕張市など 

農業 小（農業生
産高も小） 

極小 少 

 
ほとんどの都市型自治体では治水事業による安全

度向上が図られているが，千歳市，恵庭市などでは大

きな効果が現れていない．これら自治体では，治水事

業の投入が効率的に効果発現に繋がらなかった可能性

がある． 
 農業型自治体では，本川及び主要支川の中下流沿川

自治体は水田が主要農地あり，治水事業の効果が有効

に現れたと考えられる．同じ農業型でも，富良野周辺

や幌加内など畑作中心の地域や，幌加内，上川町など

上流の自治体では効果が小さいことがわかる． 
以上の考察から，経済発展の観点での氾濫原管理の

指標として交通条件，土地利用条件，治水安全度が挙

げられる（表-4）．そのとき，氾濫原を都市型と農業型，

治水事業による効果発現の大小に分類することが必要

と考えられる． 
 

表-4 氾濫原管理に関する指標 

指標分類 土地利用 交通条件 治水安全度 
指標 市街化区域面積比 

都市地域面積比 
森林等面積比 
その他用地面積比 
最大傾斜角度 

最寄り駅まで時間 
札幌駅まで時間 

治水安全度 
用水供給面積比 

 
なお，治水事業による効果が小さいとされた石狩市

については，本研究では取り上げなかったが総合治水

事業による効果が大きいとされ（参考 4），また，同じ

く治水事業効果が小さいとされた千歳沿川自治体では

現在遊水地事業を実施中である．このように，氾濫原

の特徴に応じて有効な治水対策を実施してきているこ

とは，今後の氾濫原管理を考えるうえで重要な示唆を

与えるものである． 

 
6．まとめ 
本研究では，治水投資と氾濫原管理の社会経済的バ

ランスをはかる指標を検討するため，石狩川流域の社

会経済的発展を事例として各種事業による効果をモデ

ル化した．モデル化にあたっては，流域の開発経緯を

踏や既往研究も参考にして，治水事業による効果を取

り入れ，土地利用変化等が最終的にGDP増加効果に結

びつくようなプロセスを想定した． 
モデルの構築にあたっては以下の事項が確認でき

た． 
 治水事業の効果としては，直接効果，間接効果，

波及効果をそれぞれ取り込むことが必要 
 治水事業の他に土地利用に関する条件を加味し，

土地利用ポテンシャルモデルを用いて，人口や農

地面積などを算出可能 
 人口や農地面積などから各種生産高等を算出し最

終的に経済効果としてGDPを算出する経済効果計

測モデルが有効 
 
以上のモデルから治水事業の有無によるGDP増加効

果を試算したところ，次のことが分かった． 
 都市型地域は，GDP値や増加効果は比較的大きい

が，治水事業の効果が大きく現れる地域と現れな

い地域があり，後者の地域では氾濫原管理の一つ

の方策として流域治水対策が実施されているケー

スが見られた 
 農業型地域は，GDP値や増加効果は比較的小さい

ながらも，水田が主要な地域では治水事業による

GDP増加効果が大きい 
 
また，適切な氾濫原の利用管理と環境保全のための

評価手法及び指標に向けて，以下の課題が明らかにな

った． 
 本研究では便宜上自治体を単位として検討したが，

ひとつの自治体で土地利用や治水安全度は一様で

はない等の要因から，重相関係数が小さいケース

があり，治水事業効果の計測等において課題が残

った． 
 氾濫原管理における環境保全の視点も取り込むこ

とが必要 
 
次年度は，引き続き石狩川流域等をケース地区にし

て，氾濫原を土地利用状況等についてより詳細に分類

するなど，より指標の効果が明確になるようなモデル
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化を行い，土地利用と氾濫原管理の最適化の関係を検

討し，今後の氾濫原管理や環境保全への提言を行う予

定である． 
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